平成２１年度　第２回倉敷市地域包括支援センター運営協議会会議録
１　日　時　　平成２２年１月２８日（木）１３：３０－１５：００

２　場　所　　くらしき健康福祉プラザ　３階視聴覚室

３　出席者　　１５名

　　　　　　　委　員　秋山　格一　（倉敷市老人クラブ連合会）

　　　　　　　委　員　大森　誠人　（岡山県介護支援専門員協会倉敷支部）

　　　　　　　委　員　貝田　百合子（岡山県老人福祉施設協議会）

　　　　　　　委　員　川上　富雄　（日本社会福祉士会岡山県支部）

委　員　川井　進　　（岡山弁護士会）

　　　　　　　委　員　國友　澄江　（倉敷ねたきり・認知症家族の会）

　　　　　　　委　員　甲加　和歌子（岡山県薬剤師会倉敷支部）

　　　　　　　委　員　佐藤　千津子（倉敷市愛育委員会連合会）

　　　　　　　委　員　田辺　昭夫　（倉敷市議会保健福祉委員会）

　　　　　　　委　員　平松　永通子（岡山県看護協会倉敷支部）

　　　　　　　委　員　松尾　忠昭　（倉敷市民生委員児童委員協議会）

　　　　　　　委　員　守安　文明　（倉敷市連合医師会）

　　　　　　　委　員　下野　政夫　（岡山県備中県民局健康福祉部）

　　　　　　　委　員　山内　宣夫　（倉敷市社会福祉協議会）

　　　　　　　委　員　與田　光子　（倉敷市栄養改善協議会）

４　欠席者　　１名

　　　　　　　委　員　近藤　康弘　（倉敷歯科医師会）

５　事務局　　１１名

　　　　　　　渡辺　進一（倉敷市保健福祉局保険部長）

　　　　　　　森脇　正行（倉敷市保健福祉局保険部副参事兼介護保険課長）

三宅　明彦（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課課長主幹）

光田　武道（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課管理係長）

橋村　和樹（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課主事）

坂元　麻衣（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課主事）

太田　康代（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課課長主幹

兼倉敷市地域包括総合支援センター所長）

塩見　一好（倉敷市地域包括総合支援センター主任）

　　　　　　　高原　寛子（倉敷市地域包括総合支援センター主事）

岡部　雅恵（倉敷市地域包括総合支援センター主任ケアマネジャー）

佐藤　幸嗣（倉敷市保健福祉局福祉部高齢福祉課長）

６　開　会
７　委員交代の報告
　　　岡山弁護士会の清野委員の後任として、川井委員が就任。
８　事務局紹介

９　議　事
※　議事に入る前に、事務局より、倉敷歯科医師会の山崎氏の運営協議会への参加について提案を行い、運営協議会として了承が得られる。

川上会長が議長として議事進行。
（1） 平成21年度上半期高齢者支援センターの活動報告等について
1 高齢者支援センター事業の実施状況

2 介護予防ケアマネジメント事業

3 総合相談手段別件数

4 総合相談実績報告集計表

5 包括的・継続的ケアマネジメント事業

6 ケアマネ連絡会・交流会の状況

7 教室等の実施状況

8 指定介護予防支援業務実施状況

　

事務局より、資料に基づき、上記①から⑧の事業・活動等について説明。

質疑応答は、次のとおり。

（議　長）各センターいずれもほとんどの項目において、昨年度の上半期実績を上回る取組みをされており、高評価できるのではないかと思う。しかし同時に、各センターが加重業務になってはいないかと心配な面もある。
何かご質問、ご意見があればお伺いしたい。
（委員Ａ）介護予防ケアマネジメント事業のところで、ケアプラン作成数が109人とあるが、要支援・要介護認定を受けていない65歳以上の高齢者はどのくらいいるのか。
（事務局）高齢者人口約10万人のうち、認定を受けている方が約２万人なので、約８万人ほどである。
（委員Ａ）そうすると、特定高齢者の数が少ないということだと思うが、そもそも、特定高齢者を選定する基となる生活機能評価の受診率が全体で約17.8％と非常に低い。なかなか難しい課題だとは思うが、もう少し、特定高齢者が多く選定されるような判定の仕方というものを工夫できないのか。自治体によっては、そういった工夫をしているところもあるように聞いた気がするが、健診自体の受診率を上げていく取組みと、特定高齢者の数を伸ばしていく取組みの両方をする必要があるのではないか。
（事務局）生活機能評価の受診率については、高齢者支援センターも色々なところに出向いて受診勧奨をし、実態把握調査時に25項目の基本チェックリストを実施し、該当になれば受診勧奨をしている。しかし、今年度は昨年度より受診者が減っており、６月～８月の受診者のうち特定高齢者になったのは７％ほどしかいない。また、75歳以上で薬を服用している人は、後期高齢者健診が受診できないため、生活機能評価も受診できないと勘違いされる人も多い。その辺りをもっとＰＲする必要があるが、一連の流れの中で、医師の判定がなければ特定高齢者に決定できないというのが国の方針であり、市独自の裁量でできるという話は伺っていないので、そういうところがあれば研究させていただきたい。
（委員Ｂ）なぜ特定高齢者の数がこれほど少ないかというと、制度が悪い、国のやり方が間違っているということに尽きると思う。以前実施していた老人健診と言われていたものと一緒に生活機能評価を実施していれば、かなり良い数字が出てきたと思うが、国は費用を削減したいという目的で、受診対象者を絞ってきた。特に75歳以上の後期高齢者については顕著で、次第に健診を受け難くなってきた。それにつられて、がん検診やその他すべての健診の受診率が軒並み大幅にダウンしている。もし受診率を伸ばしたいというのであれば、国に声をあげていくしかない。以前は、病院の患者さんなどからも健診について声が聞かれていたが、ここ１年は聞かなくなった。これまでずっと健診を受けていた人も受けなくなり、健診に対する問い合わせ自体もほとんどなくなったというのが現実である。
（委員Ａ）私も同意見である。後期高齢者の健診受診率は惨憺たるもので、県全体でも13％ほどしかない。昔の老人保健法に基づく健診は県全体で30％以上、倉敷市ではもう少し高かったが、今は６％ほどしかない。75歳以上の方は、意識的に健診は受けられないものだという形になってしまっている。制度を変えてもらわないといけないが、その中でも少しずつ変えていければと思う。
（委員Ｃ）民生委員も高齢者の方を訪問して、様々なサービスを受けられることをお話するが、最近は個人主義になったのか、なかなか話にのってくれない。自分で孤独の中に入ってしまっており、制度や行政がそういったことをさせてしまっているのではないかとも思うが、だからこそ民生委員が一軒一軒まわって関与していく必要があるようにも思う。しかし、閉じこもりの方は声かけしてもなかなか出てきてくれず、扉も開けず返事もしてくれない。そういった方をどのようにすればよいか、行政もしっかりと中身をみてほしい。よろしくお願いしたい。

（2） 巡回訪問指導について

1 確認項目

2 指摘事項

　

事務局より、資料に基づき、上記①②について説明。

質疑応答は、次のとおり。

（委員Ａ）基本チェックリストの実施件数が基準に達していないという項目が指摘されているセンターがあるが、これはどうなったのか。

（事務局）実際には年度末で評価するため、保留にしているが、計画を立て直し取り組んでいるという報告を受けている。

（議　長）全く指摘事項のないセンターがある一方で、複数の指摘があるセンターもある。最寄りにこれらのセンターがある委員で、何か地域の情報やご自身の印象があればお伺いしたい。

この後の議題にも関連するかもしれないが、巡回訪問時の指導で指摘を受けるということは、ある意味、センターの評価基準でもあると思う。あまりにもこういった状態がずっと続くようであれば、契約更新時の一つの判断要件にさせてもらうということが盛り込まれてもいいのではないか。特に特定事業所のサービス提供に偏りがあると、市からの委託事業である公共性・公平性という部分で齟齬をきたしてしまう。引き続き、指導・改善にむけて取り組んでいただき、年度末にはすべて保留が消えている状態になっていればいいと思う。
（3） 平成２１年度地域包括支援センター評価基準案について
事務局より、平成２０年度の暫定評価基準を基に、平成２１年度の評価基準案を作成したことを説明。修正項目や質的評価のための追加項目を入れた暫定評価基準にしたい旨を提案。

質疑応答は、次のとおり。

（議　長）センターの評価については、運営協議会が行う所掌事項であり、今日ご議論いただいて、この評価基準で良ければ、年度末に向けて各センターにこの評価基準で記入いただく通知をする予定である。
昨年、この評価の重要性や意味をあまり理解せずに、センター職員が気軽な気持ちで記入したというところもあったようなので、依頼の仕方をきちんとして、センター長など責任者に依頼し、記入していただく予定である。
委員の方のご質問、ご意見があればお伺いしたい。
（委員Ｃ）短期間でよくここまでセンターは頑張ってきたと思う。第一線で活動している職員の方が、こちらのお願いにもすぐに対応してくださり、直接関係無いようなことでもすぐに対応してくださる。
先日も、ある家庭の揉め事を相談に来た方について、少し様子を見てきてほしいとお願いしたところ、すぐに訪問して解決に向けて対応してくださった。本当によくここまで形作りができたと思う。最初はセンターとの関わり方がよくわからなかった民生委員や愛育委員、関係機関も、最近では自分たちの役割分担が掌握できてきたように思う。
これから先は、ネットワークの根を各家庭にまで伸ばしていただきたい。できれば、障害者等の動向までわかるような形作りになればという願いもあり、大変だとは思うが、そうなれば非常にありがたい。
（議　長）私も同感で、各センターが本当によく頑張っている。地域のワンストップ窓口ということで、子育てや障害者など、法令上期待されている高齢者分野以外の相談も受けることがあると思うが、その実績はここにあがってくるのか。

（事務局）総合相談実績報告の相談内容の中に「子ども・母子・障害者等高齢者以外を対象としたもの」という項目があり、平成21年度上半期は168件の実績を計上している。この項目について、関係機関への橋渡しはしているが、センターは高齢者を専門としている機関のため、今の段階では、センター職員が実際に対応するのではなく、地域の保健師や生活支援センター等につなぐ役割をしている。

（議　長）実績としてはこのようにあがっており、把握もしているが、評価項目として分野外対応を加える必要はないということでよいか。
（事務局）そのとおりである。

（委員Ａ）暫定評価基準について、自己評価をセンターの誰が書くのかという問題があるが、センターの責任者が記入するよう明確にしたほうがよい。また、自己評価のＡ、Ｂ、Ｃ記入に際し、Ｂだと理由を書かなくて良いのでＢを書くということになりかねないので、Ｂの場合も理由を書いたほうがいいのではないか。
（議　長）Ａ、Ｃの場合だけでなく、Ａ、Ｂ、Ｃいずれにしても一言コメントを書いていただこうということだが、いかがか。私としても異存はないが、事務局としてはいかがか。
（事務局）特に異存はない。

（議　長）では、Ａ、Ｂ、Ｃいずれにしても理由は書いていただくことにする。
別紙というのは、各センターが自分たちで項目を書いて記入するのか。

（事務局）記載している評価項目以外で、各センターで努力しているということがあれば書いてもらうものである。

（議　長）その場合、Ａ、Ｂ、Ｃの自己評価を書く欄はないのか。

（事務局）その欄はない。項目のない事項について新たに追加して書いたり、評価項目の自己評価内容について、特に記載したいことがあれば書いてもらうものである。

（議　長）では、別紙のところにそのように説明文を一文加えていただきたい。その他のところには何を書くのか。

（事務局）要望や意見など何でも気付いたことを書いてもらう欄である。

（議　長）では、その他についても説明文を一文加えていただきたい。地域レベル、組織レベルの評価項目については、今回新しく追加しようとしている項目で、元々は日本社会福祉士会の評価シートから抜粋している。枚数があるので、各センターの事務負担は増えるかもしれないが、記録をきちんと残すということで追加させていただくものである。

（委員Ｄ）権利擁護事業について、例えば、生活保護の申請の動向は、どの評価項目に入るのか。
（事務局）評価項目の中には入っていない。

（委員Ｄ）センターが対応した生活保護の申請は何件くらいあるのか。

（事務局）生活保護と関わりのあるケースは多いが、その統計はとっていない。総合相談実績の権利擁護に含めて集計している。
（委員Ｄ）事例が多いのであれば、評価項目に加えてはどうか。

（議　長）事業評価の項目に追加するか、実績として計上するかということだが、いかがか。

（事務局）実績として権利擁護の対応内訳に項目を追加することは可能だと思う。

（委員Ｄ）評価項目のうち、権利擁護事業の地域福祉権利擁護事業について、活用に向けて支援した実績があるという基準が記載されているので、生活保護申請に向けて支援した実績があるという評価項目があってもよいのではないかと思ってお尋ねした。
（議　長）センターの業務としての権利擁護事業からすると、生活保護につなげるというのは、外れてくるのではないか。実績であれば項目を追加してもいいだろうが、評価項目としてはどうかと思う。事務局の考えはいかがか。
（事務局）センターの業務内容からすると、評価項目として追加するのは、適当ではないように思われる。

（委員Ｄ）そうすると、成年後見制度への対応実績や書類作成、申請実績の評価項目についても不適切だということにならないか。
（事務局）虐待や成年後見制度は、センターの業務の一つである包括的支援事業の中で、支援、ＰＲすることを謳われているので、評価項目に入れている。もちろん、事業実績も評価の一つになるため、実績の項目に追加するというのはいかがか。
（議　長）生活保護への橋渡しという項目を入れてしまうと、他の福祉サービスへの橋渡しはどうなのかと、少し広がり過ぎてしまうような気がする。元々、国がセンターに要求している業務の範囲に限って評価するほうがいいと思う。評価とは別に、年次の実績報告の中で、生活保護への橋渡しの件数を項目として追加すればいいのではないか。
（委員Ｂ）評価する側からすると、判断基準として様々な項目をどんどん増やしたいという気持ちになるが、評価を受ける側にとっては、書類作成にかなり時間がかかり負担が大きくなるので、こういうものを増やすことには基本的には反対である。必要最小限度で、かつ一番有効な項目に絞るべきであり、単にこういう項目や統計があったらいいだろうということで、評価項目を増やすのは、現実を無視した現場を知らない人が言うことである。介護にしろ医療にしろ、現場は非常に疲弊している。国の制度にしても、何かあれば書類提出がどんどん増加しており、ある程度になれば、必要なものは削ってもいいと思う。新たに25項目の追加はやめて、どうしても必要な項目に絞って、現場のことをもう少し考えてやらなければ、国の政策を批判するのと同じように現場からも批判されてしまう。どんどん新しいことをやろうというのはいいことだが、現場のことを考える必要がある。
（議　長）確かにそのとおりである。
（委員Ｄ）高齢者虐待としては経済的虐待が多く、生活保護の申請にセンターの職員が同行することも多い。その努力を数字に反映させてあげることも大事ではないかという意味で提案した。実績が足りない、もっと取り組むべきだという意味ではないので、ご理解いただきたい。

（委員Ｂ）新たに追加しようとしている地域レベル、組織レベルという質的評価の25項目について、現場を考えずに追加すべきではない、ということである。

（議　長）生活保護の申請支援を評価項目に追加するかどうかは、私と事務局で預からせていただいてもよいか。

（委員Ｄ）今後、ゆっくり検討していただければよい。
（議　長）では、例えば評価基準には加えずに、実績として把握できればよいか。

（委員Ｄ）そのあたりは、柔軟に対応していただいて構わない。

（議　長）先ほど、質的な部分の評価として追加を考えている25項目について、現場の各センターにとって負担ではないかという重要なご意見をいただいた。新しくとったデータを、労に報いるほど活用するのかどうかというところもある。何かご意見あれば、お伺いしたい。
（委員Ａ）これは少し負担が大きいと思う。現場のセンターにも相当のプレッシャーになり、事務が煩雑になってしまうのではないか。そうでなくてもセンターの職員は、大変な中で頑張ってくださっており、さらに追加するのはいかがか。もう少し検討が必要だと思う。
（議　長）この件は、事務局から提案があり、評価基準案をこの協議会に諮ってみたのだが、現場の負担を考えると、むしろこれまでの評価項目の中にある自由記載欄に、しっかりとセンターの思いを書いていただき、新しく追加した質的評価の25項目については、使わないという結論にしてよいか。事務局としてはいかがか。
（事務局）是非、センターに対して、質的部分に対する意識を浸透させたいという思いが強くあったので、追加の評価項目を提案した。また違う形で、センターにはこういう意識を持って活動してもらうようにしたい。

（議　長）例えば、巡回訪問指導の際に、ヒアリング項目にこういったものを追加したり、この評価シートと一緒に送り、提出の必要はないので、参考までに任意の自己チェックリストとして送付してもいいと思う。
今年度、評価基準として最低限使うのは、従来の基準を修正した部分ということで、いかがか。

（委　員）よい。

（議　長）それでは最後に、全体を通してご意見があればお伺いしたい。

（委　員）なし。
（議　長）これで、本日の議事はすべて終了した。委員の皆さまには貴重なご意見をいただき、ありがとうございました。時間が短く、駆け足になってしまったが、今後、議題の多いときは30分程度時間を多めにとるなど対応したい。

１０　閉　会
